森林の生物多様性に関する新たな作業計画の要素

（生物多様性条約第七回技術補助機関会合第六決議「森林の生物多様性」の附属文書）

２００１年１２月

総括(Chapeau)

関係者は以下のことを配慮すべし

a　森林資源の持続可能な利用と利益の公平な分担の重要性

b　原住民、地元住民の参加と権利の尊重への配慮の必要性

c　特に原生林における絶滅の危機にあり環境上重要な生態系や種に対する生物多様性の保全の重要性

d　生物多様性条約とそれ以外の国際機関との重複の排除

e　全ての関係者の参加による作用計画の実施をはかるため、資金・人・技術の資源を投入し実行可能性を高める必要

f　必要な活動が、国及び地方の森林計画、生物多様性戦略・計画に統合されていること

g　エコシステムアプローチ
と持続可能な森林経営の関係を明確化する必要　

　

計画要素１　保全・持続可能な利用及び利益の共有

Goal１　全てのタイプの森林に対してエコシステムアプローチを適用する

目的１　地域的な相違に対応するあらゆる森林にエコシステムの手法を適用させるための実用的な手法、ガイドライン、指標、戦略を策定する。

a) 持続可能な森林計画との関係でエコシステムアプローチの概念を明確にする

b) エコシステムアプローチを森林生態系に適用する手引き書の作成

c) 政策決定に必要な指標として使われるエコシステム構造的・機能的要素の特定

d) 森林生態系ごとに施業を選択するための手引きの作成と実施

e) 現場レベルの事業と計画における参加の形態の作成と実施

f) エコシステムアプローチを取っている箇所の非公式なネットワーク

g) 政策決定者・管理責任者に対してエコシステムアプローチの基礎、原則、モダリティ（姿勢）に対する理解を深めるためのワークショップの開催

h) 森林の生物多様性と他の土地利用の良好な関係のための研究とパイロットプロジェクト

i) 人工林施業など森林の生物多様性を分断する行為の否定的影響を軽減する活動の推進

Goal２　森林の生物多様性を脅かす圧力の削減

目的１　国際法に従い、エコシステムを破壊する外来種の進入を阻止し、森林の生物多様性への圧力を削減する

a) 外来種進入防止のための戦略策定実施

b) 普及啓蒙

目的２　公害汚染による被害の軽減

a) 公害汚染が森林の生物多様性に与える影響についての理解の推進

b) 大気汚染等の影響を評価するためのモニタリングの推進

c) 大気汚染行政などへ森林の生物多様性の配慮

d) 森林の生物多様性への影響ある大気汚染の削減と汚染に強い森林施業の導入

目的３　気候変動の森林の生物多様性への悪影響の軽減

e) 影響のモニタリングと研究

f) 一体となった戦略・計画の策定

g) 気候変動に耐えうるよう森林の生物多様性の維持向上

h) 気候変動の抑制

i) 森林の生物多様性の保全と利用が気候変動に関する国際的活動にどの程度貢献するかの評価

目的４　森林火災と防火活動が及ぼす悪影響の軽減と回避

略

目的５　生物多様性を保全するため自然の攪乱を抑えることによる影響の軽減

j) 火災・風倒・洪水など模擬的な攪乱の発生・保全方法の推進開発

目的６　他の用途への土地転用・細分化による悪影響の軽減・回避

k) 民有林の保全システムの構築、必要により地元住民の権利保全

l) 国レベル地方レベルの緑の回廊の開設

m) 森林の生物多様性を考慮した土地転用計画のコストベネフィット分析の推進

n) 無秩序な人為的攪乱による森林の生物多様性への悪影響を回避するため、政策を推進

Goal3　森林の生物多様性の保全回復維持

目的１　荒廃した二次林並びに以前森林だった場所及びその他の場所に植栽された森林の生物多様性を維持する

o) エコシステムアプローチに従った保全の実施ないしシステムの実行

p) 生態系の機能を保全するため森林の生物多様性の保全

q) 荒廃地や二次林に対するデータベースの作成ケーススタディの実施

目的２　絶滅の危機にある種及び地域に特有の種の保全を促進するための森林管理の推進

r) 当該種の現状と保全ニーズの特定

s) 保全戦略の策定

目的３　適切で効果的な保全森林ネットワークの確保

t) 保護区域の包括性と代表制の評価

u) 関係者の参加の下、地理的、生態的な代表制を持った保護区域ネットワークの構築

v) 保護地区を補完するため必要により同様な考え方による保全地域の設定

w) 現在のネットワークの再構成

x) 森林の生物多様性を保全するため保護方法の効率性の評価

y) 保護地区の管理方法の適切さの保障

Goal4　森林の生物多様性の持続可能な利用の推進

目的１　森林の生物多様性を保全を確保するため森林資源の持続可能な利用の推進

z) 地元住民の伝統的手法による生態系利用の支援

aa) 持続可能な利用を実施している活動の推進支援

ab) 持続可能な利用に関する地域活動の支援、技術移転、人的養成

ac) 社会経済文化的価値を内包する森林管理計画活動の支援

ad) CPF（Collaborative Partnership on Forest = UNFFを支援する国際機関の集まり）の他のメンバーとの間で持続可能な森林経営と森林の生物多様性保全の活動の関係について共同活動

ae) 地域住民の権利を尊重し生態系保全の基準を適切に考慮した第三者による信頼ある認証制度の推進

af) 森林の生物多様性の管理と持続可能な森林経営を実現するデモンストレーションサイトを作りケーススタディを行う

ag) 持続可能な森林経営を行う民間事業体の支援

目的２　持続可能でない木材及び非木材森林資源の収穫による損失の回避

ah) 野生食肉動物（bush meet）に主眼を置いた作業グループの設置

ai) 薪炭材の代替物を促進

aj) 非木材生産物の持続可能性を高めるための法制度

ak) ワシントン条約の対象外である違法に収穫された森林産物を、輸入国が輸入しないようにするため、その手法について締約国関係者に提案を要請する。

目的３　森林の生物多様性の持続可能な利用と保全を図るため、現実的な住民管理の手法を開発し実行する

al) 地元住民の教育、インセンティブの供与

am) 以下略

目的４　生息成育地内外を問わず、森林の遺伝的多様性の保全と持続可能な利用のための効果的公平な情報システムと戦略を策定し実施を促進するとともに、各国の実施とモニタリングを支援する

an) 特定した主要種の個体数、DNAレベルの遺伝的変異などを考慮した森林遺伝子の多様性の評価、調和、推進

ao) 遺伝資源の多様性と個体数に着目して最も重要な森林の生物多様性を特定し、保全のためのアクションプランを作る。

ap) 森林管理、景観レベルの森林の変化、気候変動などに関連し、遺伝的多様性の重要性の理解の改善

aq) 森林の遺伝支援の状態を評価し、生息地内外における保全戦略を策定するための手引きを作成

ar) 森林遺伝資源の利益の共有と評価に関する政策の策定

as) バイオテクノロジーの開発を監視しその応用が条約目的に添うように保証し、遺伝子組み替え物質の利用を制限する規則を整備

at) 国レベル地方レベルでの森林遺伝資源の保全管理に関する包括的な枠組みの策定

au) 絶滅の危機・過剰採取・生息地限定下にある森林依存種の、生息生育地内保全及び、補完的な生息地外保全の、適切且つ代表性を持った実施

Goal5　森林遺伝資源のアクセスと利益の共有

目的１　森林の遺伝的多様性・伝統的知識の利用から生じる利益の公正で適切な共有の推進

· 第六回締約国会議で承認された場合、ボン・ガイドライン草案に基づき、利益共有のための国地域地球レベルのメカニズムの作成、地域住民の能力開発、経験の普及

計画要素２　制度、社会経済的実施環境

Goal1　制度的実施環境の向上

目的１　生物多様性減少の多様な要因についての理解の向上

· 制度的弱点などの特定の原因究明・成功事例の報告

目的２　関係機関・政府は、森林政策など特定分野の政策立案に際し、生物多様性の保全と持続可能な利用の概念を導入

av) 森林の生物多様性の概念を、国の森林計画、持続可能開発計画、経済発展計画その他に導入する政策と優先順位を確立する。

aw) 持続可能な森林経営の報告様式を合理化（両プロセスの調整）

ax) 指標の開発

ay) 関連する援助プログラムの目標に明示

az) 地方の森林計画への森林の生物多様性の統合

ba) 効果的な実施のための手法開発。住民参加など

bb) 森林関連国際機関と覚え書き締結

bc) 関係する人づくり

目的３　関係者・政府は、森林の生物多様性の保全と持続可能な利用の基盤強化を図るため、森林関係法令・所有権・森林計画のシステムの見直し改正実施など、統治の改善を図る

bd) 森林の生物多様性の保全と持続可能な利用が可能な十分な面積の永久森林制度の導入

be) 地元住民との意見交換に基づく土地所有権の設定

bf) 森林法規は、多様性条約の規定、締約国会議の決定を踏まえたものとする。

bg) 森林関係法の中に伝統的な知識と価値を保全する措置

bh) 法制度の中にボン・ガイドラインに基づく利益の分配問題を導入

bi) 森林伐採権の環境条項(? performance bonds in forest concession)の役割についてのケーススタディと研究を関係者機関に要請

bj) 森林の生物多様性の保全と持続可能な利用のための良好な管理手法の開発を関係者に要請

bk) 林地開発の決定時に環境的社会経済的事前評価を導入

目的４　木材の不法伐採、非木材林産物の不法採取、遺伝資源の不法開発及び関連貿易と戦う

bl) 不法伐採・開発・関連する貿易が、森林の生物多様性に及ぼす影響に関する情報を提供するよう、関係者に要請。この情報提供により各国は適切な措置をとる。

bm) 違法の定義明確な抑制を含む法体系の整備

bn) 法の効果的執行のための人材育成、手法開発

bo) 伐採企業の持続可能な活動と木材会社の生物多様性保全のための行動規範の策定

bp) 合法的に産された木材であることを証明するための追跡手法の開発

bq) 違法伐採問題の影響についての調査を要請

Goal2　森林生物多様性減少を招いた意志決定の原因となった、社会経済的失敗と歪曲の是正

目的１　森林の生物多様性を減少させた意志決定に導いた市場の失敗・歪曲の是正

br) すべてのレベルの関係者でコストと利益を分担する仕組みの創設

bs) 生物多様性その他の森林生態系の価値の評価の方法を策定・テスト・普及し、その価値を計画管理に統合する。

bt) 森林の生物多様性その他森林の価値を評価し国民勘定システムに統合し実態経済に反映させる。

bu) 森林の生物多様性の促進と持続可能な利用の経済的インセンティブを与える方法の考案と実行

bv) 持続可能でない利用を促進するインセンティブの除去

bw) 持続可能な利用のインセンティブを供与し、代替する持続的な収入を確保

bx) 森林生態系の限界を考慮し、現在及び将来の生産消費パターンの可能性を評価するための分析を実施普及

by) 国内法・貿易秩序を、森林の生物多様性の保全と利用と両立

bz) 森林の生物多様性の費用便益評価の知識を改善する

Goal3　市民の教育、参加、普及の推進

目的１　森林の生物多様性とその利用についての価値への支持と理解をあらゆるレベルで広める

ca) 森林の生物多様性の重要性ＰＲ

cb) 持続可能に生産された森林産物の消費者への啓蒙

cc) 伝統的知識の重要性の啓蒙

cd) 森林産物の生産と消費が森林の生物多様性に与える影響の啓蒙

ce) 国民のリーダー政策決定者に対する啓蒙

cf) 伝統的知識の再認識保全のための適切な措置

cg) 森林作業の従事者、会社、コンサル会社などへの啓蒙

計画要素３　知識評価モニタリング

Goal1　森林の生物多様性の現状と変化の測定を改善するため、様々なレベルの森林の一般的な区分方法を確立し、地球規模から森林生態系規模に到る分析を行う

目的１　キーとなる生物多様性の要素が取り扱われ、国際的に認知された森林に関する定義に従い、地球規模地域レベルの森林区分方法を見直し採用する。

ch) リモートセンシング技術と整合性がとれ、生物多様性の多様な要素を含み、国際的地域的な森林プログラムとを念頭に置いた、森林の類型化のための森林区分を見直し採用する

ci) １０年に一回の地球規模地域規模の森林資源調査を行う

cj) 地球規模地域規模の森林タイプの報告システムに使用するため、UNFF/CPFと協力し標準的森林の定義を見直し開発する

目的２　国ごとの森林区分システム及び地図の作製

ck) 現在の各国の分類方法を見直す

cl) 新たな方法を策定する

cm) GISの利用

目的３　必要な場合生物多様性の保全と利用のため重要区域における特別な森林エコシステム調査を行う

cn) 実施する場合の地域決定基準

Goal2　入手可能な情報に基づき、森林の生物多様性の現状と変化を測定する手法についての知見を改善する

目的１　持続可能な森林経営の枠組みで地域別国別の手法に基づき基準指標の開発実施を促進する

co) 持続可能な森林経営の枠組みの基づき国際的・地域的・国ごとの基準指標を開発実施

cp) 持続可能な森林経営の現在の作業や原住民の伝統的な知識に基づき、国際滝・地域液・国別の森林の生物多様性の指標を選択改良し、１０年に一度の森林調査に使用

Goal3　森林の生物多様性の役割と生態系の機能についての理解を改善する

目的１　森林の生物多様性と生態系の機能についての研究計画を進める

cq) 生態系の機能と森林の生物多様性の関係を解明する研究

cr) 多様性減少の閾値に関する研究

cs) 多様性減少に対応する森林生態系の保全技術の開発応用

ct) 現在の森林管理が当該森林と隣接森林における生物多様性に与える影響の研究

Goal4　地球規模の森林生物多様性を正確に評価モニタリングするため、データ情報管理手法の基盤を改良する

目的１　地球規模の連携したデータベースを作成し、クリアリングハウスメカニズムを通じて供与される機会を生かして各国の森林の生物多様性をモニターするため、技術的能力を改善強化する。

cu) 人材養成のための戦略計画の策定、技術協力の実施

� 多様性条約内で定義されている概念で、保全と公正な方法での持続可能な利用を促進するための手法として利害関係者の権利認識、生態系の構造と保全などを含む１２の原則からなっている。CBD第五回締約国会合文書、別添参照）





